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平成 23 年 12 月１日  

 
各都道府県消防防災主管部長 
東京消防庁・各指定都市消防長 

 
 

消防庁危険物保安室長    

 
 

危険物規制事務に関する執務資料の送付について 

 
 
危険物規制事務に関する執務資料を別紙のとおり送付しますので、執務上の

参考として下さい。 
また、各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴管内の市町村に対

してもこの旨周知下さいますようお願いします。 
なお、本通知中においては、法令名について次のとおり略称を用いたので御

承知願います。 

 
危険物の規制に関する政令（昭和 34 年政令第 306 号） ··················· 政令 
危険物の規制に関する規則（昭和 34 年総理府令第 55 号） ··············· 規則 
危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示 

（昭和 49 年自治省告示第 99 号） ··············· 告示 

  

殿 

 

（問い合わせ先） 
消防庁危険物保安室 
担当：中本補佐、竹本係長

TEL 03-5253-7524 
FAX 03-5253-7534 



（屋外タンク貯蔵所関係）

問１ 規則第 62 条の 2 の 2 第 1 項第 3 号に規定する保安のための措置を講じる

場合、同号ニの規定に基づきタンクの内部の腐食を防止するための告示で

定めるコーティングを講じることから、同号ハに規定するタンクの底部の

腐食率の算出に当たっては、底部の板の外面の腐食量に基づく腐食率とし

て差し支えないか。

答 お見込みのとおり。

（移送取扱所関係）

問２ 規則第 28 条の 16 第 3 号ただし書きの保安上必要な措置とは、どのよう

な措置か。 

答 水密構造で両端を閉塞した防護構造物、危険物の流出拡散を防止すること

ができる防火上有効な塀等の工作物を周囲の状況に応じて保安上有効に設置

した場合の措置が該当するほか、当該配管の周囲の状況に応じて、配管から

流出した危険物に火災が発生した場合又はその周囲の建築物等が火災になっ

た場合に相互に延焼を防止するために有効であり、かつ、消防活動上の支障

がないことを事業者が検証し、市町村長等が当該検証内容を適当と認めた措

置をいう。 

（地下貯蔵タンク等関係） 

問３ 危険物の規制に関する規則等の一部を改正する省令（平成 22 年総務省令

第 71 号）及び危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示の一

部を改正する件（平成 22 年総務省告示第 246 号）の施行により、地下タン

クのうち、腐食のおそれが（特に）高い地下タンクについては内面コーテ

ィング等の措置を平成 25 年 1 月 31 日までに講じなければならないことと

されたが、東日本大震災に係る原子力発電所の事故により当該地下タンク

に接近することができない場合にあっては、接近可能になるまでの間、政

令第 23 条を適用し、当該措置を講じないことを認めて差し支えないか。 

答 お見込みのとおり。




